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Management Challenges and Reforms of the J apan Post Group 
Prior to an lnitial Public Offering 
東洋大学経富力創成研究センタ一研究員石井晴夫
要旨:
2012年 10月1日の改正郵政民営化法施行によって、郵便事業(株)と郵便局
(株)とが統合し、新たに日本郵便(株)が誕生した。また、 同改正法によって、ユ
ニバーサルサービスの範囲が拡充され、今までの郵便サービスのみならず、貯金
や保険の基礎的な金融サーヒ、、スにもユニバーサルサービスが義務付けられ、郵便
局で一体的に利用できる仕組みが実現された。本稿では、日本郵政グルーフ。の経
営状況並びにわが国の郵政事業を取り巻く経営環境について分析することにより、
同グルーフ。の経営課題を明らかにすることを目的としている。その上で、株式上
場に向けての日本郵政グ、ルーフ。の企業価値の向上策や今後のマネジメントのあり
方などを多面的に考察するものである。
キーワード (Keywords): 
改正郵政民営化法 (NewPostal Service Privatization Law)、会社統合
(Corporate Integration)、事業の再構築 (BusinessProcess Reengineering)、
ユニバーサル・サービス (UniversalService)、新規株式上場 (InitialPublic 
Offering) 
Abstract : 
The postal privatization law amendment put into effect on October 1st， 2012， 
necessitated the formation a new Japan Post Group. In addition to standard 
postal services， the range of universal services was expanded to offer fmancial 
seれなces-basicinsurance and savings-via the Japan Post Insurance and the 
Japan Post Bank. This paper will present an analysis of the current business 
environment and conditions of the nation's postal service in order to clarify 
the management issues and challenges facing the Japan Post Group. A range 
of possible steps the Japan Post Group management can take both now and 
in the future to improve the corporate value of the Japan Post Group prior to 
its Initial Public Offering will be discussed. 
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1 .はじめに
2007年(平成 19年)10月1目、日本郵政公社は郵政民営化関連法により、
持株会社である日本郵政株式会社とその傘下の 4つの事業会社(郵便、郵便局、
ゅうちょ銀行、かんぽ生命保険)に民営・分社化された。しかし民営化以降、日
本郵政グループ各社には分社化によるさまざまな問題点が顕在化したことから、
その弊害を軽減させるべく、国会で幾度かの関連法案の審議が行われた。その結
果、約4年半が経過した2012年(平成24年)4月27日、第 180回国会で「郵
政民営化法等の一部を改正する等の法律案」が可決・成立し、同年5月8日に公
布された。これにより、 2012年 10月1日から郵便事業株式会社と郵便局株式会
社が統合され、日本郵政グループ。はそれまで、の5社体制から 4社体制へと再編さ
れたのである l
同時に、ユニバーサルサービス(全国あまねく均一で公平なサービス)の範囲
が拡充され、今までの郵便サービスのみならず、貯金や保険における基礎的な金
融サービスについても郵便局で一体的に利用できる仕組みが確保されるよう改め
られた。さらに、持株会社である日本郵政株式会社の株式については、 2011(平
成23)年 11月30日に可決・成立した「東日本大震災からの復興のための施策
を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」により、政府は、復興
債の償還費用の財源を確保するため、日本郵政株式会社の経営状況や収益見通し、
さらには、その他の事情等を勘案しつつ株式処分のあり方を検討し、その結果に
基づいて、発行株式総数の3分の2を限度として、できる限り早期に処分するこ
ととされた。
本稿では、日本郵政グループ。の経営状況ならびにわが国の郵政事業を取り巻く
経営環境について整理・分析することにより、同グループ。の経営課題を明らかに
することを目的としている。その上で、株式上場に向けての日本郵政グルーフ。の
企業価値の向上策や今後のマネジメントのあり方などを多面的に考察するもので
ある。
2. 日本郵政グループ各社の経営状況
2013年 11月14日、日本郵政グルー プ。の2014年3月期の中間決算が発表され
た。 2014年3月期の中間決算には、日本郵政(株)及び3事業会社を含む連結
子会社15社と関連会社2社が含まれている。
まず、全体的な内容についてみると、連結経常収益は7兆5，382億円(前年中
間期比3，714億円減)、連結経常利益は5，098億円(同期比514億円減)、連結中
間純利益は2，198億円(同期比 170億円減)であり、グノレーフ。全体としては減収
減益の厳しい決算内容となっている。表 1は、日本郵政グルーフ。における 2014
年3月期の中間決算の経営成績をまとめたものであり、表2は、同グループの2014
年3月期の通期見通しを示したものである。
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表1 日本郵政グループ 2014年3月期中間決算の経営成績
(単位億円)
日本郵政 日本郵政 日本郵便 ゅうちょ銀行 かん1ま生命保検
項目 グループ
(連結) (単体) (単体) (単体) (単体)
経常収益 75，382 2，069 13.152 10，703 55，941 
前年同期 A 3，714 +174 +129 企 321 企3.639
(24/9)比 (企 4.7%) (+9，2覧) (+1，5%) (A 2.9%) (企 6.1%)
経常利益 5，098 1，380 z 3，006 2.000 
前年間期 企514 +186 +21 +83 企562
(24/9)比 (企 9，2%) (+15，6¥) (-) (+2，3.%) (企21.9¥)
中間純利益 2，198 1，439 企 37 1，900 195 
前年同期 企170 +203 +92 +61 A294 
(2/9)比 (企7.2%) (+16，5%) (-) (+3.3%) (企60.1%)
;主) 億円未満の計数は切り捨ててあるロまた、連結合計舗と、単体計数の合算値とl立、他の連結処理があるため一致し立い。
出奥) 日本郵政グル プ決算資料による。
表2 2014年3月期通期見通し
(単位億円)
日本郵政
グループ 日本郵政 日本郵便 ゅうちょ銀行 かんぽ生命保険
項目
(連結) (単体) (単体) (単体) (単体)
経常利益 9，0∞ 1，180 270 4，100 4，300 
当期純利益 3，5∞ 1，350 110 2，600 560 
j主)1 億円未満の計数は切り捨ててある。また、連結合計額と、単体計数の合算値とは、他の連結処理があるため
致しない。
2 経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想と異なる可能性がある。
出典) 日本郵政クぃループ決算資料による。
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次に、日本郵政グルーフ。の各企業別の経営成績や財務状況についてみてみる。
クマルーフ。会社を統括する日本郵政(株)は、純粋持株会社としての機能の他に病
院事業や宿泊事業、クやルー フ。共通事務の受託事業なども営んでおり、経常収益並
びに経常利益ともに増加している。 この主な要因としては、事業子会社の経営が
徐々に改善しつつあり、各社からの配当金が昨年より大幅に増加したこ とが挙げ
られよう。
一方、日本郵便(株)は、 2012年 10月1日に郵便事業(株)と郵便局(株)
が統合してできた会社であり、今期は実質的に初めての中間決算である。同社の
郵便物等の総取扱物数は96億4，000万通・個 (前年中間期比0.4%減)となって
おり、うち「ゅうパックJ(2億 100万個、 同期比 10.0%増)と「ゅうメーノレJ(15 
億 500万個、同期比1.7%増)に関しては増加しつつある。その一方で、郵便に
ついてはインターネットや電子メールの普及等のマクロ的要因から依然と して減
少傾向にあり、今期は同期比1.0%減の79億 3.400万通となった (図1参照)。
このため郵便事業の中間決算では、ゅうパックやゅうメールの増収分では人件費
等の営業費用をカバーすることができず、中間純利益は 37億円の赤字になって
いる。ただ、郵便事業については年賀はがき等による営業収益のウェートが下期
に集中しており、従来から季節変動の要素が大きい。従って、 2014年 3月の通
期見通しでは、最終的に経常利益270億円の黒字を見込んでいる 20
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国1 最近の郵便物等引空輸の推移〈半期ぺース〉
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次に、ゅうちょ銀行の経営成績についてみてみる。同行の 2014年3月期中間
期末の貯金残高は、 郵便局との営業推進体制の強化等により 176兆4，497億円と
なり 、他の長良行と比較すると伸び率は低いものの、貯金残高の微増傾向は維持で
きている(図 2参照)。ゅうちょ銀行では、国内金利が低位に留まる厳しい経営
環境下で、資金運用の利回りは減少傾向になっていることから収益源泉の多様化
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に注力し、その結果、経常利益は前年中間期比で 83億円増加して 3，006億円と
なり、中間純利益は 61億円増加の 1，900億円を確保している。 他方、ゅうちょ
銀行単体の自己資本比率(国内基準)は 60.65%であり、園内業務のみを行う銀
行の自己資本比率の基準 4%以上を大きく上回っている。これは、未だ運用資産
が国債中心であり、有価証券 172兆円のうち 67.9%が国債に依存している一方、
貸出金はわずか3兆3，127億円(運用資産全体の 1.6%)であることから計算上
のリスクが総じて低く、このことが起因しているものと考えられる九 なお、ゅ
うちょ銀行では、金融再生法に基づく開示債権は該当がないとしている。
国2 ゅうちょ銀行Q)!IT金残高町推移
〈虫色円〉
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かんぽ生命保険についても、改めて郵便局を核にした営業推進体制の強化等に
より、個人保険の新契約件数は123万件(前中間期比10万件増)を確保している。
しかし、 簡易生命保険の保険契約を含む保有契約総数は、前年期末比81万件減の
3，600万件となり厳しい状況が続いている(図3参照)。一方、基礎利益につい
ては、保有契約の減少に伴う費差益の減少が進む中で、逆ざやとしての利差益の
改善は進んではいるが、今年度からの標準利率引下げ等による危険差益の減少に
より 、前年中間期比759億円減の2，251億円に留まっている。また、同社の経常利
益は、前年中間期比562億円減の2，000億円であり、経常利益から特別損失や契約
者配当準備金繰入額及び法人税等を差しヲ|し、た中問主屯利益は、前中間期比294億
円減の195億円と大幅に落ち込んでいる。このような結果、危険準備金及び価格
変動準備金を合計した内部留保額は3兆1，895億円となっている。反面、生命保険
会社の経営健全性の指標であるソルベンシー・マージン(solvencymargin)比率は、
1，510.2%と引き続き高い数値を示しており、経営上の健全性は維持されていると
思われる 40
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図3 かんlぎ生命的保有契約件載の推移
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3. 日本郵政(株)の株式上場に向けて
日本郵政グルーフ。は、持株会社である日本郵政(株)の下、日本郵便(株)、(株)
ゅうちょ銀行、(株)かんぽ生命保険の 3事業会社が郵便 ・貯金・保険の業務を
担っている。この内、日本郵政(株)は日本郵政株式会社法、日本郵便(株)は
日本郵便株式会社法に基づいてそれぞれ設立された特殊会社である。他方、(株)
ゅうちょ銀行と(株)かんぽ生命保険は銀行法及び保険業法によって事業を営ん
でいる一般会社である。また、現時点で日本郵政グ、ルーフ。は政府が全株を保有し、
日本郵政(株)が日本郵便(株)と金融2社の株式をそれぞれ100%保有してい
るが、日本郵政グループ。で、は 2015年春を目処に日本郵政(株)の株式上場に向
けての準備態勢に入っている 50
すでに述べたように、日本郵政(株)の株式については、東日本大震災に係る
復興債の償還財源に充てることが定められていることから、 早期の上場と株式価
値の最大化が求められている。そのためには、コンブライアンス水準の向上や経
営管理の高度化などコーポレート・ガパナンス(企業統治)の強化を図るととも
に、既存三事業の事業改革と戦略的な 「選択と集中」に対する投資、さ らには新
規事業への進出等によって新たな成長戦略を描くことが必要不可欠である。これ
らの施策や取り組みを通じて、日本郵政グルーフ。は 「投資家に評価される魅力的
な企業グループ」を早期に構築することが喫緊の課題となっている 60
( 1 )株式会社としての制度的特質
このように、日本郵政グループ。には 「企業性」と「公益性」の両面からの要請
があるものの、株式会社であることには変わりはない。従って、基本的には会社
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法 (2005年 7月法律第 86号)によって経営が行われている。同法第 1条では、
「会社の設立、札織、運営及び、管理については、他の法律に特別の定めがある場
合を除くほか、この法律の定めるところによる。」とされていることから、株式会
社に関する規制も同法によっている。通常、株式会社では、株主は所有する株式
数に応じて議決権を有する。また、株式の所有者すなわち株主は、その会社が万
が一経営破たんした際には、自身の出資した分についてのみ責任を負う。この「株
主有限責任の原則」は、会社法第 104条 「株主の責任は、その有する株式の引受
価額を限度とする。」との規定に基づいている。さらに同法第 105条では、「株主
は、その有する株式につき次に掲げる権利その他この法律の規定により認められ
た権利を有する。」とされており、株主には「①剰余金の配当を受ける権利、②
残余財産の分配を受ける権利、Q:株主総会における議決権」の3つの権利が保障
されている。
一方、株式会社の最高意思決定機関は株主総会である。会社法第295条第 1項
では、「株主総会は、この法律に規定する事項及び株式会社の系出哉、運営、管理そ
の他株式会社に関する一切の事項について決議をすることができる。」と、株主総
会の権限を規定している。なお、会社の経営は株主総会で選出された役員が取締
役業務を行うことになるが、会社法上は代表取締役と取締役との区別しかないの
で、会長や社長というのはあくまで 「↑貫習名称Jであり 、執行役員も同様である
とされている。
会社など人々の岸H織的な活動は古くから存在しているが、会社制度そのものの
歴史はそれほど長くはない。企業としての非E織的活動は、 19世紀の中頃にイギリ
スやフランスで会社法が成立したことにより、経済面でさらに活発となった。欧
米で会社制度が確立され、出資者をある程度事業の危険性から隔離させることが
できる「有限責任制度Jの導入によって、株式会社制度が発展してきたのである。
(2 )東京証券取引所への株式上場
わが国の東京証券取引所(以下「東証」と略す。)には2014年 1月6日現在、
市場第一部に 1，783社、市場第二部に 559社、マザーズ 193社、 ]ASDAQスタンダ
ードに 829社、 ]ASDAQグ、ロー スに 48社、 PROに6社の合計3，418社が上場されて
いるに東証では今まで、上場諸規則に関わる実効性を確保するための手段の整
理、及び上場制度に関わるさまざまな乱題を多面的に検討してきた。その結果、
コーポレート・ガ、パナンス(企業統治)を取り巻く環境の整備を最優先課題とし
て、「投資者が安心して投資できる環境の整備」並びに 「株主と上場会社の対話促
進のための環境整備」などを中心として、 2009年 4月23日に「安心して投資で
きる市場環境等の整備に向けてj と題する提言書が取りまとめられている。
最近、東証では、わが国の金融市場や資本市場などの活性化を図るとともに、
市場開設者としての社会的責務に応える観点から、上場市場を通じた民間資金の
公的分野への活用についての検討を進めている。その中でもとりわけ「インフラ
ストラクチャーJ (社会的生産基盤)への投資が国内外で注目を集めており、公
民連携手法 (PPP: Public-Private Partnership)やPF 1 (Private Finance 
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Initiative)手法など、民間資金を活用したインフラ投資が円滑に進むよう、国内
の関連法規も徐々に整備されつつある。さらに諸外国においても「インフラファ
ンド」などの上場市場の創設に向けた具体的検討が進められている。かつてわが
国の郵政事業には産業・経済活動に不可欠なインフラを整備するとしづ社会的使
命があったが、近年のインフラ投資を巡る社会情勢を鑑みると、日本郵政グルー
プには改めてそうした役割を担う大きな可能性が秘められているといえよう。
なお、東証への株券上場審査には、「形式要件(内国株)Jと「適格要件」の審
査基準があり、上場を申請する会社は東証が定める詳細な規程に基づいて、審査
の手続きが進められることとなる 80
4.経営環境の変化と新規業務への進出
今回の改正郵政民営化法では、日本郵便(株)に区分別収支状況の公表義務を課
しており、郵便、銀行、保険、その他という区分において、それぞれの業務の収
支が明らかになっている。こうしたことから、業務聞の内部相互補助の状況等も
明らかになり、経営の透明性が図られるとともに、リスク遮断という観点からも
有効な手段の一つで、ある。
すでに指摘したように、郵便、貯金、保険の事業については、市場構造の変化
や社会的要因などにより、郵便物数、貯金残高、保険契約件数のいずれにおいて
も右肩下がりになっている。日本郵政グループはこうした構造上の問題を抱えつ
つ、一定の制約条件の下で事業を運営してし、かなければならず、これらをどのよ
うに解消していくのかが日本郵政グ、ルーフ。の大きな経営課題である。他方、今回
の改正法においては「三事業一体によるユニバーサルサービスの提供」が会社に
義務づけられており、 三事業のユニバーサルサービスの維持に必要な財源の手当
てを考えなければならない。さらに、持株会社である日本郵政(株)の株式処分に
際しては、日本郵政グツLー プの企業価値の向上が必要であることはいうまでもな
し、。
これらの課題・問題点を解決するためには、新規業務による「郵政グルーフ。全
体の成長ビジョンの構築」が不可欠である。すなわち 「新規事業」への進出は、
日本郵政グ、ルーフ。の持続可能な経営を実現するためには避けて通れず、内外の経
営環境が大きく変化している中で、企業の基本となる「ドメインJ (事業領域)
も変化させなければならないのは必然である。同時に、 三事業一体によるユニバ
ーサルサービスの提供という、 日本郵政グノレー フ0，こ課せられた「ミッションJ (経
営理念)の実現、ならびに日本郵政(株)の順調な株式処分実現に必要な「企業
価値の向上」には、日本郵政グループ。各社の「経営の自由度」の確保が絶対条件
となるのである日。
このような状況下において、(株)ゅうちょ銀行は2012年9月3日に、郵政民
営化法第 110条第1項の規定に基づき、金融庁長官及び総務大臣に、新規業務へ
の認可申請を行ったO その概要は、 CI個人向け貸付け(住宅ローン、目的別ロー
ン、カー ド、ロー ン等)、 ci損害保険募集(住宅ローンに伴う長期火災保険)、③法
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人向け貸付け(当面、証書貸付け等のシンジケートローンで、取扱っているものと
同種の商品で実施)を内容とするものである。個人向け貸付け業務で、ある住宅ロ
ーンについては、 自営業者や申告所得の低い人なども含め、幅広い層に住宅ロー
ンを提供し、個人の住宅取得や財産形成を支援することとしている。また、ライ
フサイクルに応じた資金ニーズに対応するために、カードローンや教育ローンを
導入することによって、君、な出費や生活設計への備えを側面から支援するとして
いる。
さらに、(株)かんぽ生命保険も(株)ゅうちょ重尉子と同様に 2012年 9月3日、
郵政民営化法第 138条第 1項の規定に基づき、「学資保険」の商品内容の改定の
認可申請を行っている。(株)かんぽ生命保険は民営化以降、郵便局会社との連携
による営業推進体制を強化するとともに、キャッ、ンュレス化を推進し、加わえて
新契約システムの導入によって、サービスセンターの事務をペーパーレス化して
いる。
今回、認可申請を行った「学資保険」の商品内容の改定は、今日の超低金利下
で学資保険の魅力が相対的に低下し、お客様ニーズに対応できていないことなど
が挙げられる。特に、かんぽ生命の学資保険は、過分に被保険者(子供)の死亡
保障が厚く、未成年者に対する死亡保険のモラルリスクへの対応の趣旨に合って
いなかった。この改定が認可されれば、未成年者に係る死亡保険の不適正な利用
を防止し、保険料の低価格化が可能となるのである(図 4参照)。
図4 学資保険の改定の内容
く現行〉 く改正後〉
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5. 日本郵政グループにおける競争力と企業価値の向上策
周知のとおり、現代の企業経営は、国内外において不連続な環境変化に直面し
ている。技術やサービスのイノベーション(改革)を常に実現するためには、企
業の有する経営資源や潜在能力を定期的かっ創発的に導き出し、改善・向上させ
てし、かなければならない。郵政三事業においても、国内外の経営環境が目まぐる
しく変化する中で、グループ。各社は機敏に環境変化を察知し、顧客ニーズの多様
化 ・高度化に迅速に対応していく必要がある。その際、持株会社である日本郵政
(株)並びにグループ。各社における的確なトッフ。マネジメント(経営者)の意思
決定は極めて重要ではあるが、それだけでは十分とはいえない。郵政のマネジメ
ントにおいては、支社のミドル(中間管理部門)とフロン トライン(郵便局)と
が一体となった、全社的な取り組みが不可欠であり、そのことによって、グルー
プ各社の 「潜在能力」を大きく引き出すことが可能となるのである。企業の潜在
能力とは、 「コア競争力J(core competence)の根底をなすものであり、企業の
新たな競争優位の構築につながるものである つまり潜在能力とは、事業目標と
現状の差を解消する戦略的イノベーションを可能にする「札織能力Jのことを指
していると理解されよう 10。
図5 従来の SWOT分析と日本郵政グループにおける新SWOT分析の内容
①|③ ⑤ ⑦ 
[経営環境の創造] [信頼]
{内部環境への対応 -信頼をビジネスヘ繋げる
外部環境への対応 -企業価値の向上
[強み]I [機会}
-競争戦略の視点 効率化ー コスト削減
-蔽客満足度の向上 品質一増収策
-株主・投資家への視点 -窓口の活性化
-従業員満足度の向上 -新規事業
-ヒュー マンリソー スの活用
②|④ ⑥ ⑧ 
[経営環境の破壊] [失墜]
-追随型 -他社のものまね=二番手は
-事なかれ主義 利益を生まない
{弱み]I [脅威}
-内部統制の不備 -差別化ができない
-コンブライアンスの不徹底 -顧客満足度の低下
-モチベー ションを低下させる -従業員モチペー ションの低下
平等主義と減点主義 'CSRの不備
注)新SWOT分析は筆者作成。
実際、日本郵政グ、ルーフ。における「コア競争力」とは何かといわれると、即座
に全国規模の郵便局ネットワークや三事業の一体経営、さらには優秀な人材(財)
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などの要素が挙げられるものと思われるが、実際のコア競争力とは、日本郵政グ
ノレーフ。各社における「競争力の源泉Jそのものなのである。従って、抽象論では
なく具体的な分析やデータによって明らかにされなければ説得力が得られない。
図5は、従来のSWOT分析(企業が経営戦略を立案する際のツーノレ)に加え、
今後、日本郵政グルーフ。各社が検討しなければならない重要な項目を、新SWO
T分析として整理したものである。
現在、日本郵政グ、ルー フ。各社も 24，000の郵便局を活かすため、あらゆる努力
を傾注している。国内外の経済・経営環境が大きく変化する中で、各社のビジネ
スにおいても地域のニーズ、に適応した経営資源の「選択と集中」を図らなければ
ならない。その際には、グ、/レー フo各社の「強み」と「弱みJ、さらには「機会」と
「脅威」をSWOT分析によって明確にし、各社の「弱み」を「強み」に、「脅威」
を「機会」に変化させる施策を展開させてし、く必要がある。同時に、日本郵政グ
/レーブロは新たな経営環境を創造し、また、経営環境を破壊する要因があれば早急
にこれを除去するなど、分社化を機に信用が低下しつつあった「郵政ブランド」
を速やかに回復するための経営努力と、国民・利用者からの信頼を勝ち得るため
の様々なサービス展開の可能性を追求しなければならない。
6.結びに代えて
わが国の郵政事業は、郵便・貯金・保険の生活に不可欠なライフラインとして
のサービスを一体的に提供している。このように複雑・多岐にわたるサービスを
お客様の満足度を高めつつ、さらに高次の目標を達成するためには、「ビジネス・
エキスパートJとしての資質が要求される。特に、現場のフロントラインの第一
線で働く郵便局長や社員の「マネジメント能力」は大きく、ビジネスに大きな底
力を発揮している。従って、郵便局長や社員のマネジメント能力への対応如何に
よって、さらに郵政事業全体の底上げを図ることが可能となり、同時に、郵便局
長に「営業力強化とお客さまへの営業のインセンティブJを付与することによっ
て、日本郵政グノレーフOの企業価値が大きく向上することになるのである 11
日本郵便(株)は、郵政グルーフ。が目指す「総合生活支援企業グ、/レープ」の中核
企業として、多様化する顧客のライフスタイルやライフステージに応じた「お客
様に真に喜ばれる商品・サービス」を提供し、安全・安心で、快適かっ豊かな生
活を実現できるようお客様を積極的にサポートすることが何よりも重要である。
そのためには、郵便や宅配分野の競争力を増すために、他社に負けないサービス
と品質の向上を図らなければならない。都心部のみならず過疎地や中山間地にお
いても、顧客が望むサービスをこれまで培われてきた 「郵便局ブランド」と「郵
便局の信頼jを併せ持って展開すれば、経営成績にも大いに貢献するものと思わ
れる。
郵政三事業のうち、郵便事業については 「レターパック」などに代表されるよ
うに、顧客指向のイノベーションを次々に打ち出すことが必要である。また、金
融事業に関しては、預入限度額の見直しゃ金融の新規商品の取扱い局の拡大など、
27 
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時代に適した商品とサービスを開発・普及することが不可欠である。いずれにし
ても、これからはスピード感をもって持続可能な郵政のビジネスモデルを策定す
ることが、上場を間近に控えた日本郵政グ、;1..-ー フ。には求められている。
注
1 今回の会社統合は、民営化以降2系統に分れていた指揮 ・命令系統を一本化し、ト
ッフ。マネジメントの意思決定を迅速にするとともに、郵便局と郵便支屈の統合によっ
て年賀はがきやゅうパックなどの営業・販売を一体的に推進することを意図している。
さらに、分社化によって重複している間接部門のスリム化を図るなど、組織の分断に
よって生じていた様々な問題点を改善することを目的としている。
2 表2の2014年3月期通期見通しを参照されたい。
3 自己資本比率は、 「自己資本---;-[信用リスク(貸出金等が貸し倒れとなる危険)
+市場リスク+オペレーショナル・リスクに係るリスク・アセット]x 100J 
(%)として計算される。
4 1995年の改正保険業法で導入された通常の予測を超えて発生する リスクに対応で
きる「支払余力」を示す指標のことを意味している。
5 詳しくは、例えば、 2013年 10月23日の日本郵政(株)の西室社長の記者会見等
を参照されたい。 http://www.japanpost.jp/publication/2013/1023_001.html
6 日本郵政グ、ノレ フー。は、2012年 10月1日の改正郵政民営化の実施に合わせて、 「郵政
グループ・ビジョン 202ljを発表した。このビジョン 2021には、民営化以降初めて
と言っていいほど本格的な経営方針と施策が打ち出されており、詳細なビジョンが示
されている。日本郵政ホーム U R L I郵政グループビジョン 2021J 
http://www.japanpost.jp/group/pdf/04_01.pdf> 
7東京証券取引所ホームページによる。 http://www.tse.or.jp/listing/companies/ 
B 詳しくは、東京証券取引所が刊行している『新規上場ガイド、ブック 20131を参照さ
れたい。
9 日本郵政株式会社法第5条においても、今回の改正により以下のようにユニバーサ
ルサーピスの義務化が明記されている。第5条では、 「会社は、その業務の運営に当
たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利
用できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的にかつあ
まねく全国において公平に利用できるようにする責務を有する。 Jと規定されている。
10 M. E.ポーター教授は IS-C-PパラダイムJ (Structure (産業構造)-Conduct 
(企業行動)-Performance (成果))に基づいて、事業単位での競争優位の獲得のた
めの競争(事業)戦略策定フ。ロセスを提示している。
1 1詳しくは、 石井晴夫、武井孝介 (2003) ~郵政事業の新展開一地域社会におけ
る郵便局の役割』郵研社を参照されたい。
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